
令和８年（2026年）２月４日（水）、Web会議システム「Zoom」を活用したオンラインにより、各関係機関の構成
員18名と市町教育委員会職員９名（オブザーバー）に御出席いただき、オホーツク地域いじめ問題等対策連絡協議会
を開催しました。本協議会では、オホーツク教育局担当者から、管内における児童生徒の問題行動等の状況に係る説
明後、学校における今年度の重点を踏まえた取組に係る好事例の報告及び学校が抱える困り感の事例提供をいただき、
関係機関との連携について協議を行いました。最後に、次年度も関係機関が連携を図り、児童生徒の健全育成に向け
た取組を推進することを確認しました。

【重点１】 各学校において、家庭・地域と「いじめ防止対策推進法」におけるいじめの定義を共有し、いじめの積
極的な認知に基づき、その解消に向けた取組に努めるとともに、関係機関と連携し、児童生徒の主体的な
活動や、児童生徒のコミュニケーション能力の育成に向けた取組を推進する

【重点２】 各学校において、不登校児童生徒に対する、ＩＣＴの効果的な活用等による学習支援や相談支援に関す
る取組を推進するとともに、「児童生徒理解・支援シート」等を活用した、関係機関との連携を通した組
織的・計画的な支援体制を構築する

【重点１】
各学校において、家庭・地域と「いじめ防止対策推進法」におけるいじめの定義を共有し、関係機関と

連携した、「いじめ見逃しゼロ」に向けた取組及びいじめの解消に向けた取組に努めるとともに、関係機
関と連携し、児童生徒の主体的な活動や、児童生徒のコミュニケーション能力の育成に向けた取組を推進
する
【重点２】
各学校において、「不登校により学びや支援にアクセスできない子どもたちをゼロ」を目指し、関係機

関と連携した、児童生徒が学びたいときに学べる環境の整備に努めるとともに、「児童生徒理解・支援
シート」等を活用した、関係機関との連携を通した組織的・計画的な支援体制を構築する

令和８年度(2026年度)の重点(案)

※構成員の方々からの御意見を踏まえた上で、来年度６月に開催予定の第１回協議会において決定します。

令和７年度(2025年度)の重点

協議の概要

秋山義務教育指導監からの助言

【重点１に係る好事例】
○ 児童会及び生徒会の代表児童生徒が、市町村子ども会議に参加し、いじめ防止について協議を行うとともに、い
じめ防止に向けたポスターを作成
○ 中学校の入学説明会に警察署職員を招き、ＳＮＳ等の利用ルールについて保護者へ啓発
○ 学校及び関係機関が生徒指導連絡協議会を開催し、いじめ問題等に係る情報を共有するとともに、防止策につい
て協議
○ 学校において、問題行動等が発生した場合に、速やかに教職員間で情報共有を行うとともに、教員一人で抱え込
まない体制を整備
○ 学校が教育委員会、警察、医療等の関係機関と情報共有を密に行い、専門的な知見からの助言を活用した児童生
徒への対応
【重点１に係る困り感】
● 保護者の理解を得た、いじめ等への対応
→ 日常的に保護者と情報共有を行うとともに、教育委員会や関係機関と連携し、関係機関の助言等を踏まえた対
応の充実が重要である。（教育委員会、ＰＴＡ）

【重点２に係る好事例】
○ 教育委員会及び市町村保健福祉部との連携による教育支援センター、フリースクール及びメタバース等を活用し
た学びの場の充実
○ スクールカウンセラー及びスクールソーシャルワーカーを活用した児童生徒及び保護者の困り感に寄り添った支
援体制の構築
【重点２に係る困り感】
● 学校内外における学びの場や教育相談の充実
→ スクールカウンセラー等を積極的に活用するとともに、家庭及び地域と連携を密に図り、研修会等を実施する
などにより、児童生徒の見守り体制の充実を図る。（教育委員会、ＰＴＡ、警察、家庭教育サポート企業）

いじめ問題等については、未然防止及び深刻化・長期化を防ぐ取組が重要であり、地域及び関係機関と共通理
解をもって、対応に当たることが重要である。特に、学校においては、丁寧な児童生徒の見取りを日常的に行う
ことが大切である。また、学校だけで対応にあたるのではなく、関係機関との連携を密に行い、専門的な知見を
もって児童生徒及び保護者を支える支援体制の整備が重要である。


